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我が国の平成 29 年における交通事故死者数は 3,694 人と減少傾向にあるものの，居住空間に近い生活道路

での死亡事故割合は，安定した減少傾向にない．そこで，交通事故削減への新たなアプローチとして，自動運

転を始めとした次世代交通システムの導入に注目が集まっている．しかし，自動運転車が満たすべき技術基準

や法的制度は定まっておらず，さらに，自動運転車の安全性・信頼性について社会的にまだ十分認知されてい

ない．そこで本研究では，事故原票より生活道路における交通事故をパターン化し，自動運転導入により防ぐ

ことが可能な事故タイプを明らかにする．加えて，自動運転により抑止可能な事故件数を精査することで，交

通事故削減効果を定量的に示す．  
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1. はじめに 

 

(1) 背景・目的 

 我が国の交通事故死者数は平成29年時点で3,694人

であり，減少傾向が続いている．しかし，減少幅は

年々狭まってきており，特に居住空間に近い生活道路

での死亡事故発生割合は高まっている1)．平成28年に

策定された第10次交通安全基本計画の中で「生活道路

における安全確保」がテーマとして掲げられるなど，

その重要度は増している2)．また，この計画の中で平

成32年までに24時間死者数を2,500人以下，死傷者数

を50万人以下とすることを目標に掲げているが，既存

の交通事故対策のみでの目標実現は困難な現状がある． 

新たな取り組みとして，自動運転技術による交通事

故抑止効果が期待されている．国内では，SIPにおい

て，交通事故低減等を目標とした各種研究開発が行わ

れている3)．このような施策の実施を背景に，我が国

の企業はASVの研究開発に力を入れている．研究開発

の成果として実装された安全技術は，各社製品の重要

なセールスポイントとなっており，社会における注目

度は高い．そのため今後も自動運転に関わるセンシン

グ，制御，通信等の技術は民間主体で進歩していくこ

とが想定される． 

そのような現状の中，日本における自動運転導入の

課題として政府は，「自動運転車の安全性・信頼性等

について，社会的にまだ十分認知されていないこと」

を挙げている4)．法的整備や技術性能の統一が不十分

である現段階において，自動運転技術による交通事故

削減効果を定量的に示すことが社会的認知獲得に有効

であると考える． 

そこで本研究は，事故原票を用いて生活道路で多発

する交通事故をパターン化する．そして，自動運転に

より抑止可能な交通事故パターンを明らかにし，交通

事故削減件数を推計することで，自動運転技術による

交通事故の低減効果を定量的に示すことを目的とする． 

 

(2) 既存研究の整理と本研究の位置づけ 

 生活道路における交通安全に関する研究として，岡

本ら 5)は，生活道路の街路空間構成に関してどのよう

なことに人々が安心や不安を感じているのかを定量的

に示した．しかし，実際に交通事故発生に影響を与え

ている要因は明確になっていない．また，三村ら 6)は
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生活道路に効果的な交通安全対策として，面的な視点

から速度抑制を中心とする対策が有効と述べており，

それらを導入すべき箇所の選定方法について提案して

いる．さらに，生活道路の走行速度に影響を与える要

因については吉城ら 7)がまとめており，車道幅員や区

間長，沿道の側壁密度の要素等が走行速度と関係する

ことが明らかとなっている． 

自動運転導入時の交通事故削減効果の研究としては，

内閣府 8)は全国の交通事故データを用いて交通事故を

パターン化し，予防安全技術の普及により被害軽減が

期待される場面を推定，それに関与する人数を算出し

た．その研究課題として，自動運転技術の性能および

事故要因や法令違反の構成割合等を考慮した追加検討

の必要性を挙げている．さらに田中ら 9)は，衝突被害

軽減ブレーキの性能と事故削減効果の関連性を明確に

し，死者数の削減や被害軽減の推定を可能とする手法

を提案している． 

以上のように，生活道路の交通安全に関する多数の

研究より，生活道路における交通安全施策は困難であ

り，区域を限定した面的・総合的な交通安全施策が現

在有効とされていることが明らかとなっている．一方，

交通安全の観点から自動運転について検討・分析を行

った研究は少ない．その上，生活道路における自動運

転導入による交通事故削減効果を検討した研究は見当

たらない． 

そこで本研究は，生活道路における交通事故を整

理・パターン化し，自動運転技術により抑止可能な交

通事故タイプを明らかにする．さらに，事故状況を精

査し，交通事故削減が期待される件数を算出すること

で，自動運転による交通事故抑止効果を定量的に示す． 

 

(3) 研究の概要 

 研究は以下の流れで行う． 

①生活道路における交通事故の現状分析 

 事故原票を用いて，交通事故を生活道路とその他道

路で発生する事故に分け，集計・比較することで，生

活道路上の交通事故の傾向把握を行う．  

②自動運転技術の現状把握 

実用化されている自動運転技術から「速度アシス

ト」と「ハンドル操作」の機能を有する技術をピック

アップし，その性能及び普及状況の把握を行う． 

③自動運転で抑止可能な交通事故の整理 

生活道路における交通事故多発パターンを整理し，

自動運転により抑止可能な交通事故タイプを明らかに

したマトリックス表を作成する． 

④交通事故削減効果の推計 

 事故状況を精査し，衝突被害軽減ブレーキにより事

故削減が期待される事故件数を明らかにする． 

(4) 語句の定義 

本研究で用いる語句の定義を以下に示す． 

a) 生活道路 

一般市町村道，道路運送法上の道路，農道，林道，

港湾道，市道を本研究では生活道路として定義する． 

b) 自動運転レベル 

官民 ITS 構想・ロードマップ 2017 で採用している

SAEの定義を参考とする（図-1）．本研究は事故原票

を用いて自動運転導入による交通事故抑止効果を定量

的に示すため，実用化が進む自動運転レベルのレベル

1に相当する運転支援技術を対象とする． 

 

図-1 自動運転レベル 

＜参考：官民 ITS構想・ロードマップ 2017＞ 

 

2．生活道路における交通事故の現状把握 

 

(1) 対象地の選定と使用データ 

本研究は，栃木県宇都宮市を対象に行う．栃木県は

平成 29年において人口 10万人当たりの交通事故死者

数が全国平均を上回り，都道府県別では全国ワースト

第 10位 10)という現状である．また，平成 27年の人口

千人当たりの自動車保有台数が 661台と全国で 2番目

に多い．以上の点を踏まえ，自動運転技術の普及に伴

う交通事故への影響が大きいと考える宇都宮市を本研

究の対象地とした． 

使用データは，対象都市における平成 23 年から平

成 26 年の交通事故データ 4 年分である．交通事故デ

ータは交通事故統計原票を基にしており，人身事故に

限定される． 

 

(2) 生活道路における交通事故の現状把握  

平成 23年から 26年の 4年間で起きた交通事故を生

活道路とその他の道路に分け，集計・比較することで，

生活道路上の交通事故の傾向を把握する．危険認知速

度に着目した集計結果を図-2，図-3 に示す．図-2 に，

第 1 当事者の危険認知速度別の事故件数を示す．また，

図-3 は第 1 当事者と第 2 当事者の危険認知速度の差

を，事故直前の速度差と仮定することで，事故直前の

速度差別の事故件数を表している．結果から，生活道
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路上の交通事故は，第 1 当事者の危険認知速度が小さ

く，事故直前の速度差も比較的小さい事故が多いこと

がわかる．つまり，生活道路では低速，且つほぼ同速

度間で発生する事故が多いことが明らかとなった． 

 

 
図-2 第 1当事者の危険認知速度別の事故件数 

 
図-3 1当と 2当の危険認知速度差別の事故件数 

 

完全な自動運転車の早期実現を目標とした現初期段

階においては，低速な自動運転車の開発が望ましいと

されている 12)．自動運転により空走距離が短くなるこ

とが想定されるが，制動距離には限界がある．そのた

め生活道路で多発する低速且つ同速度で発生する事故

であれば，未然に防ぐことのできる事故が多く，その

他道路に比べ事故削減効果が大きいことが推測される． 

 

 

3．自動運転技術に関する現状把握 

 

(1) 対象とする自動運転技術 

本研究で対象とする自動運転技術を，「ASV 技術

普及状況調査項目 13)」より選定する．この調査項目の

内，交通事故を未然に防ぐことが可能な「速度アシス

ト」と「ハンドル操作」に関わる 6 つの自動運転技術

を研究対象とした（図-4）． 

 

 
図-4 研究対象とする自動運転技術 

(2) 自動運転技術の普及状況 

「ASV 技術普及状況調査 14)」を用いて，研究対象と

した自動運転技術の普及状況を把握する．使用データ

の概要を表-1に示す． 

 

表-1 ASV技術普及状況調査の概要 

平成 18年－平成 26年 

車両区分 ASV技術 項目 

乗用車 36項目 
総生産台数及び 

各ASV技術の装着台数 
大型車 13項目 

二輪車 6項目 

 

対象とした自動運転技術の装着率と普及率の推移を

順に図-5，図-6に示す．集計結果より，衝突被害軽減

ブレーキの装着率と普及率が最も高く，平成 26年の

装着率は 43.2％，普及率は 3.9%を占めており，急速

に普及が拡大していることが明らかとなった．政府は

2020年までに衝突被害軽減ブレーキの新車搭載台数

を 9割以上，普及率を約 3割とすることを目標として

おり 15)，今後も急速に普及が拡大していくことが予想

される． 

このような目標設定を背景に，平成 26 年より予防

安全技術アセスメントとして自動運転技術が評価され

始めた．評価対象として「衝突軽減ブレーキ」と「車

線逸脱警報」が選定されており，平成 29 年より「車

線逸脱抑制装置」が新たに評価対象として選ばれるな

ど，自動運転技術の注目度は増している． 

 

 

図-5 自動運転技術の装着率 

 
図-6 自動運転技術の普及率 
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表-2 自動運転技術と交通事故のマトリックス表（1当 四輪車×2当 四輪車） 

 

 

 

4．自動運転で抑止可能な交通事故の整理 

 

 宇都宮市内の生活道路で発生した交通事故(H25-

H26)を対象とし，自動運転で抑止可能な事故類型を明

らかにする手法を検討した．交通工学の専門家 5 名と

ブレーンストーミングを行い，本研究では表側を「自

動運転技術」表頭を「生活道路における交通事故」と

したマトリックス表の作成を行った（表-2）． 

 

(1) 生活道路における交通事故の整理 

 マトリックス表を作成するにあたって，まず表頭の

生活道路における交通事故をパターン化する．既存研

究 9),16)より選定した事故データ整理項目を組み合わせ

ることで，交通事故発生挙動が把握できるよう交通事

故のパターン化を行った．本研究で用いた事故データ

整理項目を以下に示す． 

・発生位置 

・当事者（第一，第二当事者） 

・事故類型 

・第一当事者の行動類型 

・第二当事者の進行方向 

全ての項目を組み合わせると交通事故は 7,226 パタ

ーンに細分化できるが，分析対象とする事故は 2 年間

で 1,665 件発生しているため，該当する事故が存在し

ないパターンが多いと予想される．そこでパターン毎

に該当した事故件数を「4 件以上」「3 件以上」と順

に引き下げることにより，対象とした全事故件数のう

ちの 80%以上をカバーする閾値の検討を行った．事故

類型と当事者種別毎にみた閾値の検討結果を表-3に示

す．結果，交通事故件数の閾値を「3 件以上」とする

ことで，全体の 84%の交通事故 1,396 件をカバーでき

ることが明らかとなった．閾値を下げるとカバー率は

向上するが，1 パターンあたり「3 件より低い」件数

で発生する事故は単発的に発生した偶発性の高い交通

事故と本研究では判断した． 

 

表-3 閾値毎交通事故件数とパターン数 

 

 

(2) 自動運転技術と交通事故のマトリックス表 

交通事故状況を精査し，自動運転技術によって防ぐ

ことのできる事故タイプを明らかにしたマトリックス

表の一部を表-2に示す．マトリックス表頭のパターン

化された交通事故は，自動運転が作動する理想環境下

で発生したものと仮定している．この仮定のもと，自

動運転技術の性能から交通事故が抑止可能かの判断を

行い，マトリックス表の作成を行った． 

（○：自動運転が作動する理想環境下であれば，抑止可能と考えられる交通事故パターン） 

第 57 回土木計画学研究発表会・講演集



 5 

(3) 衝突被害軽減ブレーキによる事故削減効果 

 作成したマトリックス表に加え，衝突回避可能速度

（速度差30km/h）を抽出条件として加えることで，衝

突被害軽減ブレーキの普及によりどの程度事故削減が

期待されるかを示した（図-7）．宇都宮市で発生した

車両相互の追突事故270件(H25)，230件(H26)を対象と

すると，約6割の追突事故が抑止可能であることが分

かった．全国の衝突被害軽減ブレーキの普及率は約

1%から約4%と約3ポイント上昇している．その影響

もあり，生活道路で発生する追突事故は1年間で40件

減少し，その半数の20件が衝突被害軽減ブレーキで防

ぐことができる事故タイプであることが明らかとなっ

た． 

 

 

図-7 宇都宮市における生活道路の追突事故と普及率 

5．おわりに 

 

完全な自動運転社会が実現すれば，対策が困難とさ

れる生活道路における交通事故削減効果が期待される．

しかし，レベル1に相当する自動運転車の普及率が乏

しい現状では自動運転導入による事故削減効果をイメ

ージすることは困難である．そこで本研究では，事故

原票を用いて，実用化が進むレベル1により，未然に

事故が抑止可能な交通事故タイプと，削減が期待され

る事故件数を明らかにした．結果，生活道路で発生す

る追突事故の約6割が衝突被害軽減ブレーキにより抑

止可能であることがわかった． 

本研究における課題として，自動運転技術により抑

止可能な交通事故タイプを明らかにしたマトリックス

表を，自動運転車が引き起こした実際の事故データと

照らし合わせることで，マトリックス表の精度を向上

させることが挙げられる．今後，以上の課題を解決さ

せることで，自動運転の導入により防げない事故タイ

プの交通安全対策を優先的に実施することが期待され

る． 
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